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２）行動情報活用型クラウドサービス振興のためのデータ匿名化プラットフ

ォーム技術開発事業 

①本事業の背景 

現在、クラウドコンピューティングを利活用して大容量情報を蓄積・分析

し、新たな価値を提供する一般消費者向けサービス等が急速に普及してきて

いる。更に今後は、次世代情報処理基盤としてクラウドコンピューティング

を活用したビジネス向けのサービスが急速に普及すると予測されている。ま

た、クラウドコンピューティングは、サーバやネットワーク機器の集約化及

び社会システムの効率化による省エネも見込まれることから、社会課題とな

っている地球環境問題にも対応することが期待される。 

我が国では、行動情報の集積が世界でも進んでおり、これを Web 上の行動

ログと融合することで世界でも先進的な行動情報活用型クラウドサービスの

振興が期待できると考えられる。集積された膨大な量の行動情報を効率的に

処理する上で、クラウド技術の進展は追い風となっているものの、大きな課

題としてプライバシーの問題が存在する。 

これらのことから、高品質・高信頼の我が国情報処理技術を活かし、プラ

イバシー保護と行動情報の有効活用を両立したビジネス向けに対応する基盤

的技術を開発することで、クラウドコンピューティングを利活用したビジネ

スベースの新たな産業・サービスの創出・高次化を世界に先んじて行い、海

外市場への展開を図るとともに、省エネ等の社会的課題に対応することが必

要と考えられる（図表 3-12）。 

 

 

図表 3-12 行動情報を活用したクラウドサービスの普及 
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②本事業の目的 

本事業では、上記のような背景を踏まえ、我が国独自の国際競争力を有す

る行動情報活用型クラウドサービスの創出を図ることを目的として、高い生

産性と安全性に資するクラウド技術の開発を行うこととする。具体的には、

クラウドサービスにおけるデータ匿名化技術の活用を容易にするための高生

産性のデータ匿名化クラウドプラットフォーム技術、及び安全性向上に資す

るデータ匿名化クラウドプラットフォーム技術（両方で「匿名化クラウド技

術」と称する）の開発を行う。 

③本事業の目標 

匿名化クラウド技術の開発にあたっては、一般化階層自動生成やデータ匿

名化技術のクラウド環境適用等により匿名化処理に必要な一連の作業時間を

短縮し、高い生産性の実現を目指す。また、匿名性検証技術の開発やそれを

実装した認証スキームの整備を進めることで、匿名化クラウド技術あるいは

それを活用した行動情報活用型クラウドサービスに対するエンドユーザーの

信頼性向上を目指す。更に、データ匿名化技術及び認証スキームに関しては、

OECD や ISO 等を通じた国際標準化・国際連携を推進し、国際標準として提

案することを目標とする。 

④本事業の取り組み 

上記の目標を勘案して、本事業では以下の 5 つの取組を実施する。 

１）プロジェクトマネジメント 

本事業の着実な推進を図るため、推進体制の整備、作業計画の策定、進捗

管理・品質管理等、会議体等の運営、推進体制内での情報共有、経済産業省・

アドバイザー等の本事業の関係者とのコミュニケーションを行う。 

２）高生産性のデータ匿名化クラウドプラットフォーム技術の開発 

クラウド上の多様なアプリケーション開発の共通基盤とするため、クラウ

ド上のミドルウェアとして、匿名化クラウドのアーキテクチャーを開発する。

また、匿名化処理に関する専門性や手間を排除し、アプリケーション開発者

が意識することなく利用できるようにすべく、一般化階層自動生成機能を持

つデータ匿名化機能の開発を行う。 

３）安全性向上に資するデータ匿名化クラウドプラットフォーム技術の開発 

匿名化クラウド技術を活用した行動情報活用型クラウドサービスの信頼性

を担保するため、アプリケーションサービスで実行される匿名化処理及び匿

名化データの実装品質等について、中立的・専門的な第三者機関・認証機関

等が検証を行って認証を付与するなどの匿名性検証方法を開発する。また、
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匿名化データを活用する上でエンドユーザーの信頼性向上を図るために必要

な自己情報開示コントロール機能を開発する。 

４）社会実装の推進 

匿名化情報の安全な利用を図るため、第三者機関を視野に入れた認定制度

を策定するとともに、データ匿名化機能を含む匿名化モジュールについても

認証スキームを策定する。また、匿名化情報の利用について OECD 等の国際

機関との連携を推進するとともに、開発する匿名化クラウド技術がクラウド

サービスとして国際的に活用されるよう、国際標準化を推進する。 

５）成果の普及・活用促進 

匿名化クラウド技術を活用した行動情報活用型クラウドサービス振興のた

め、本事業の成果について周知し、その普及を図る。 
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図表 3-13 本事業の取り組み（3 カ年） 

 

⑤本事業のスケジュール 

本事業は 3 カ年での実施を計画している。およその分類として、平成 22 年

を設計フェーズ、23 年を開発フェーズ、24 年を実サービスによる実証フェー

ズと想定し、本年度の段階では 3 年間のスケジュールとして以下を想定して

いる。 
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・平成 22 年度 

匿名化クラウドアーキテクチャ、匿名性検証基本方式を開発するとともに、

データ匿名化機能（一般化階層自動生成機能）について設計を行い、仕様書

（検討書）を取りまとめる。また、データ匿名化機能については、次年度の

開発を効率的・効果的に実施するためプロトタイプを開発し、検証結果を設

計に反映する。更に、匿名化データの情報保護技術について対応方策を検討

し、調査報告書を取りまとめる。社会実装の推進という面では、行動情報の

クラウド上での取扱について国内外の調査、匿名化モジュールを想定したモ

ジュール認証の調査、OECD、ISO 等への国際連携・標準化を推進し、次年

度以降の国際標準化推進計画を取りまとめる。 

・平成 23 年度 

データ匿名化機能の開発を行うとともに、自己情報開示コントロール機能

について設計、開発を行い、ソフトウェアとドキュメント一式を整備する。

また、同機能の実装を前提とし、匿名化クラウドアーキテクチャに基づく匿

名化クラウド共通基盤の設計を行い、仕様書を取りまとめる。更に、匿名性

検証技術については、匿名化データの情報保護技術の調査結果等を踏まえ、

詳細な実施手順や方法を検討し、匿名性検証方法ドラフト版を取りまとめる。

社会実装の推進という面では、匿名化情報利用のための認証基本スキーム、

匿名性検証技術の活用を想定した匿名化モジュールの認証基本スキームの策

定を行うとともに、ISO、OECD 等へ国際連携・標準化の推進、国際標準の

提案を行う。 

・平成 24 年度 

データ匿名化機能、自己情報開示コントロール機能を実装した匿名化クラ

ウド共通基盤を開発するとともに、匿名化クラウド技術として実サービス環

境へ適用し、安全性、生産性等の視点から検証を行う。また、匿名性検証方

法ドラフト版についても、同様に実サービス環境へ適用し、評価、見直しを

行うことで、匿名性検証方法第 1 版として取りまとめる。社会実装の推進と

いう面では、認証スキームの具体化と規格化の推進を行うとともに、実サー

ビス環境における認証スキーム適用性検証を行う。また、引き続き ISO や

OECD 等への国際連携・標準化に取り組むとともに、国際標準の提案を推進

する。 
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図表 3-14 本事業のスケジュール（3 カ年） 

 

⑦報告書の目次 

本事業の報告書の目次を、図表 3-15（2 枚）に示す。 
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図表 3-15（その 1） 報告書の目次（その 1） 
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図表 3-15（その 2） 報告書の目次（その 2） 

 

 

 

 

  


